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制限時間：会計学とともに1時間30分 2023年6月施行 

問題(50点) 

次の資料に基づいて，解答用紙に示すＸ5 年 3月 31 日の連結財務諸表を作成しなさい。なお，会計期間は 1 年(決算日年 1 回：3月

31 日)とし，税効果会計は考慮しないものとする。 

<資料> 

1．Ｓ社の資本(純資産)の推移は，次のとおりである。 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 その他有価証券評価差額金 

Ｘ3 年 3 月 31 日 165,000 千円 10,000 千円 20,000 千円 500 千円 

Ｘ4 年 3 月 31 日 165,000 千円 10,000 千円 28,670 千円 800 千円 

2．Ｐ社は，Ｘ2年度末にＳ社の発行済株式の80％を162,000千円で取得し同社に対する支配を獲得した。株式取得時におけるＳ社の資

産及び負債の時価は，土地の時価が帳簿価額より3,500千円高かったことを除き，帳簿価額と一致している。なお，当期中に土地の

売買は行われていない。 

3．のれんは発生年度の翌年より10年間で毎期均等額を償却する。 

4．Ｐ社の売上高のうち168,000千円はＳ社に対するものであり，Ｐ社は毎期原価に20％の利益を加算して商品を販売している。 

5．Ｓ社の期首商品棚卸高のうち10,800千円，期末商品棚卸高のうち9,000千円は，Ｐ社からの仕入分である。 

6．以下に示すＰ社の売上債権は，Ｓ社に対するものであった。 

Ｘ3年度末 受取手形 9,500千円，売掛金7,800千円 

Ｘ4年度末 受取手形10,000千円，売掛金7,000千円 

7．Ｐ社は，Ｓ社に対する受取手形及び売掛金の期末残高に対し2％の貸倒引当金を差額補充法により設定している。 

8．Ｓ社は，当期首にＰ社に対し帳簿価額12,000千円の建物を17,200千円で売却している。なお，Ｐ社はこの建物に対し，耐用年数20

年の定額法(残存価額ゼロ)で減価償却を行っている。 

9．Ｐ社におけるＸ4年度のその他有価証券評価差額金の増加額は，3,000千円であった。 

10．Ｐ社の当期末における退職給付債務は82,000千円であり，年金資産は45,000千円である。なお，当期及び過去において，数理計算

上の差異及び過去勤務費用は発生していない。 

  貸 借 対 照 表   

  Ⅹ5年3月31日現在  (単位：千円) 

資    産 Ｐ  社 Ｓ  社 負債・純資産 Ｐ  社 Ｓ  社 

現 金 預 金 60,000 21,200 支 払 手 形 90,000 15,000 

受 取 手 形 100,000 10,000 買 掛 金 26,500 12,500 

売 掛 金 32,500 13,000 未 払 法 人 税 等 15,500 4,500 

有 価 証 券 31,000 － 貸 倒 引 当 金 2,650 690 

棚 卸 資 産 105,000 36,000 減価償却累計額 123,000 42,500 

建 物 250,000 110,000 退職給付引当金 (各自算定) － 

備 品 75,000 40,000 資 本 金 (各自算定) 165,000 

土 地 100,000 42,500 資 本 剰 余 金 45,000 10,000 

Ｓ 社 株 式 162,000 － 利 益 剰 余 金 214,850 43,010 

投 資 有 価 証 券 45,000 22,000 その他有価証券評価差額金 6,000 1,500 

 960,500 294,700  960,500 294,700 

 
  損 益 計 算 書   

  自Ⅹ4年4月1日 至Ⅹ5年3月31日  (単位：千円) 

費    用 Ｐ  社 Ｓ  社 収    益 Ｐ  社 Ｓ  社 

売 上 原 価 1,250,000 400,000 売 上 高 1,500,000 500,000 

販売費及び一般管理費 148,300 70,750 有 価 証 券 利 息 350 － 

貸倒引当金繰入 1,050 150 有価証券評価益 1,800 － 

減 価 償 却 費 20,000 8,500 受 取 配 当 金 5,500 400 

法人税，住民税及び事業税 26,490 7,860 固定資産売却益 － 5,200 

当 期 純 利 益 61,810 18,340     

 1,507,650 505,600   1,507,650 505,600 

 
 株主資本等変動計算書(利益剰余金のみ)   

  自Ⅹ4年4月1日 至Ⅹ5年3月31日  (単位：千円) 

 Ｐ  社 Ｓ  社  Ｐ  社 Ｓ  社 

剰 余 金 の 配 当 10,200 4,000 利益剰余金期首残高 163,240 28,670 

利益剰余金期末残高 214,850 43,010 当 期 純 利 益 61,810 18,340 

 225,050 47,010  225,050 47,010 
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解答用紙 

     連結貸借対照表      

     Ⅹ5年3月31日現在    (単位：千円) 

 資 産   金  額   負 債 ・ 純 資 産   金  額  

 現 金 預 金  ( 81,200 )  支 払 手 形  ( 95,000 ) 

 受 取 手 形  ( ● 100,000 )  買 掛 金  ( ◎  32,000 ) 

 売 掛 金  ( 38,500 )  未 払 法 人 税 等  ( 20,000 ) 

 有 価 証 券  ( 31,000 )  貸 倒 引 当 金  ( 3,000 ) 

 棚 卸 資 産  ( ● 139,500 )  減 価 償 却 累 計 額  ( ● 165,240 ) 

 建 物  ( ● 354,800 ) ( 退 職 給 付 に 係 る 負 債 ) ( 37,000 ) 

 備 品  ( 115,000 )  資 本 金  ( ◎ 400,000 ) 

 土 地  ( ◎ 146,000 )  資 本 剰 余 金  ( 45,000 ) 

( の れ ん ) ( ◎  2,240 )  利 益 剰 余 金  ( ● 227,586 ) 

 投 資 有 価 証 券  ( 67,000 )  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  ( 6,800 ) 

        非 支 配 株 主 持 分  ( ●  43,614 ) 

    ( 1,075,240 )     ( 1,075,240 ) 

 

     連結損益計算書      

     自Ⅹ4年4月1日 至Ⅹ5年3月31日    (単位：千円) 

 費 用   金  額   収 益   金  額  

 売 上 原 価  ( ●1,481,700 )  売 上 高  ( ◎1,832,000 ) 

 販売費及び一般管理費  ( 219,050 )  有 価 証 券 利 息  ( 350 ) 

 貸 倒 引 当 金 繰 入  ( ●  1,206 )  有 価 証 券 評 価 益  ( ●  1,800 ) 

 減 価 償 却 費  ( 28,240 )  受 取 配 当 金  ( ●  2,700 ) 

 の れ ん 償 却 額  ( 280 )  

 

     

 法人税，住民税及び事業税  ( 34,350 )       

 非支配株主に帰属する当期純利益  ( ●  2,680 )       

 親会社株主に帰属する当期純利益  ( ●  69,344 )       

    ( 1,836,850 )     ( 1,836,850 ) 

 

連結包括利益計算書  連結株主資本等変動計算書 

自Ⅹ4年4月1日 至Ⅹ5年3月31日 (単位：千円)  自Ⅹ4年4月1日 至Ⅹ5年3月31日 (単位：千円) 

当 期 純 利 益  ( ●  72,024 )  利 益 剰 余 金 期 首 残 高  ( ● 168,442 ) 

その他の包括利益      親会社株主に帰属する当期純利益  ( 69,344 ) 

その他有価証券評価差額金  ( ●  3,700 )  剰 余 金 の 配 当  ( ◎△ 10,200 ) 

包 括 利 益  ( 75,724 )  利 益 剰 余 金 期 末 残 高  ( 227,586 ) 

( 内 訳 )           

親会社株主に係る包括利益  ( ●  72,904 )       

非支配株主に係る包括利益  ( 2,820 )       
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制限時間：商業簿記とともに1時間30分 2023年6月施行 

問題 

第1問(10点) 

次の文章について，適当と思われるものには○印を，そうでないものには×印を解答欄に記入しなさい。 

1．所有権移転ファイナンス・リース取引で，借手においてリース物件の貸手の現金購入価額が明らかである場合，リース料総額の

割引現在価値と貸手の現金購入価額のいずれか低い額を，借手におけるリース資産及びリース債務とする。 

2．事業分離等に関する会計基準において，分離元企業の会計処理は，もともと所有していた事業に対する投資が継続していると捉

えられる場合，移転損益は認識せず，分離先企業に事業を移転したことにより受取る資産の取得原価は，移転した事業に係る株主

資本相当額とする。 

3．無形固定資産として計上した市場販売目的のソフトウェアの減価償却費は，見込販売数量(又は見込販売収益)に基づく償却額と

残存有効期間に基づく均等配分額のいずれか大きい額を計上する。 

4．会計方針の変更，表示方法の変更及び会計上の見積りの変更を合わせて会計上の変更という。過去の財務諸表における誤謬の訂

正は，会計上の変更には該当しない。 

5．固定資産について減損処理を行う場合は，固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し，当該減少額を減損損失として当期の

損失とする。この場合，資産又は資産グループの正味売却価額と使用価値のいずれか低い方の金額が固定資産の回収可能額になる。 
  

第2問(19点) 

次の資料に基づいて，次の各問に答えなさい。なお，会計期間は3月31日を決算日とする1年間である。 

1．当社は国内で仕入れた商品を海外に輸出している。 

2．Ｘ3年2月1日に商品を3,000ドルで販売した。代金は，Ｘ3年5月31日に決済される予定である。 

3．Ｘ3年3月1日に当該3,000ドルに対し，為替相場の変動リスクをヘッジするため，Ｘ3年5月31日を決済日とする為替予約を行った。 

4．為替相場の推移は以下のとおりであった。 

日付 直物為替相場 先物為替相場 

Ｘ3年2月01日 1ドル＝124円 1ドル＝125円 

Ｘ3年3月01日 1ドル＝122円 1ドル＝123円 

Ｘ3年3月31日 1ドル＝120円 1ドル＝122円 

Ｘ3年5月31日 1ドル＝119円 1ドル＝119円 

 

〔問1〕為替予約取引について独立処理を採用していた場合を前提として，解答用紙の金額を求めなさい。 

〔問2〕為替予約取引について振当処理を採用していた場合を前提として，解答用紙の金額を求めなさい。なお，為替予約差額の 

期間配分は月割計算によること。 
 

第3問(15点) 

 次の資料に基づいて，解答用紙に示す各金額を答えなさい。なお，会計期間は3月31日を決算日とする1年間である。 

 1．Ｘ4年6月の株主総会において，従業員100名に対して，以下の条件のストック・オプションを付与することを決議し，同年7月1日

に付与した。 

2．ストック・オプション数は，1名あたり10個(合計1,000個)である。権利確定日はＸ6年6月30日であり，付与されたストック・オ

プションは他者に譲渡できない。また，ストック・オプションの一部行使はできない。 

3．ストック・オプションの行使により発行する株式は，合計1,000株であり，ストック・オプション1個につき1株が与えられる。 

4．権利行使時の払込金額は，1株あたり5,000円である。また，権利行使期間はＸ6年7月1日からＸ8年6月30日までである。 

5．付与日におけるストック・オプションの公正な評価単価は480円である。 

6．付与日において，Ｘ6年6月30日までに5名の退職による失効を見込んでいる。 

7．Ｘ4年7月1日からＸ5年3月31日までに2名が退職したが，将来の失効見込みを修正する必要はないと判断した。 

8．Ｘ5年4月1日からＸ6年3月31日までに新たに3名が退職した。それに伴い，累計失効見込みを6名に修正した。 

9．Ｘ6年4月1日からＸ6年6月30日までに新たに2名が退職した。 

10．Ｘ6年7月1日からＸ7年3月31日までにストック・オプションを付与された従業員40名が，ストック・オプションの権利を行使した。

直前の資本金は10,000,000円であり，増加する払込資本は全額資本金とすること。 
 

第4問(6点) 

 次の資料に基づいて解答用紙に示す各金額を答えなさい。なお，会計期間は3月31日を決算日とする1年間である。 

1．Ｘ1年度の期首において，当社は顧客である日ビ商事と，標準的な商品甲の販売と2年間の保守サービスを提供する1つの契約を締

結した。当社はＸ1年度の期首に商品甲を日ビ商事に引渡し，そこから2年間(Ｘ1年度期首からＸ2年度期末まで)保守サービスを行

う。 

2．商品甲の販売と保守サービスの提供を履行義務として識別し，それぞれを収益認識の単位とする。 

3．日ビ商事との契約書に記載された対価の金額は15,000円であり，これをそれぞれの履行義務に配分したところ， 以下の取引価格

であると算定された。 

   商品甲の販売：12,000円 

   保守サービス： 3,000円 

4．商品甲の販売は一時点で充足される履行義務であると判断し，商品甲の引渡し時に収益を認識する。保守サービスの提供は一定

の期間にわたり充足される履行義務であると判断し，2年間(Ｘ1年度期首からＸ2年度期末まで)にわたり，経過期間に応じて収益を

認識する。 
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解答用紙 

第1問 各2点×5ヶ所 

 

1 2 3 4 5 

× ○ ○ ○ × 

 

第2問 ◎印3点×1ヶ所，●印各2点×8ヶ所 

〔問1〕 

Ｘ3年3月期 Ｘ4年3月期 

売上高 為替差損益 為替予約 売掛金 為替差損益 

◎  372,000 円 ● △009,000 円 ●  003,000 円 ●  360,000 円 ●  006,000 円 

  (注)解答の入らない箇所には「－」と記入し，為替差損益が差損となる場合には「△」を付すこと。 

 

〔問2〕 

Ｘ3年3月期 Ｘ4年3月期 

売上高 為替差損益 為替予約 売掛金 為替差損益 

●  372,000 円 ● △005,000 円 ●   ―   円 ●  369,000 円 ●  002,000 円 

(注)解答の入らない箇所には「－」と記入し，為替差損益が差損となる場合には「△」を付すこと。 

 

第3問 ◎印各3点×5ヶ所 

 

 株 式 報 酬 費 用 新 株 予 約 権 

Ｘ5年3月期 ◎       171,0009円  ●       171,0009円  

 

 株 式 報 酬 費 用 新 株 予 約 権 

Ｘ6年3月期 ●       223,800 円  ◎       394,800 円  

 

 株 式 報 酬 費 用 資 本 金 新 株 予 約 権 

Ｘ7年3月期 ◎       051,600 円  ◎    12,192,000 円  ◎       254,400 円  

 

第4問 ◎印各3点×2ヶ所 

 

Ｘ1年度に認識される収益の額  ◎      013,500 円  

 

Ｘ2年度に認識される収益の額 ◎       001,500 円  
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